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 2月21日、28日間の第１回定例道議会が開会しました

鈴木道政２期目の本格予算はコロナ関連予算がなくな

りマイナス４％ですが、３兆円を超える一般会計予算

規模です。知事は、地域と世界の視点から所信を示し

ましたが、半導体産業支援や宿泊税導入への意欲を押

し出す一方、長引く物価高騰に苦しむ道民や中小企業

施策は従来の政策を説明するだけです。  

 日本共産党道議団は冒頭先議の補正予算のあり方に

質問。道民要望反映するため論戦していきます。真下

紀子議員は３月７日一般質問予定です。予算特別委員

会には、丸山はるみ議員とともに臨みます。 

 災害の時に、一般避難所での共同生活を続けるこ

とが困難な高齢者や障がい者、妊産婦など特別な配

慮を必要とする方が、直接福祉避難所に避難し、ケ

アを受けられるように法改正され、施設の協力のも

とで市が指定できるようになりました。指定福祉避

難所は利用者と保護者が受け入れ対象となり、一般

の住民の方が直接避難することはできません。 

 「花色」は旭川市で公表している唯一の指定福祉

避難所です。「花色」は、人工呼吸器や酸素、痰

（たん）の吸引など医療的ケアが必要な重い障がい

のある子どもたちを送迎する通所ケアと、通所でき

ない場合訪問も行っています。スタッフのみなさん

がとりくむ「子どもたちが四季を通じ、五感が刺激

されることを大切にした療育活動」に明るく元気

に、献身的な姿勢に感動しました。 

 指定福祉避難所は、医療機器に必要なバッテリー

などのほか、栄養補給やケア用品、利用者が使う医

薬品も常備され、保護者が一緒に直接避難できま

す。 医療的ケアが必要な子どもたちが、発災時に

直接福祉避難所に避難できることはリスクを軽減し

受け入れ調整の負担も軽減、何より安心につながり

ます。   

 障がい者支援事業は、利用実績に応じた収入と

なっています。恒常的にスタッフを確保して施設を

開設しても、病状変化などで利用を休むと収入は減

ります。行政の支援が必要と痛感しました。 

住民福祉の充実、

道民の要望実現に

力を尽くします。 

 能登半島地震被害では犠牲者が240人を超え、

今も多くの方が避難生活を送っています。甚大

な災害の時にケアを必要とする方が安心して避

難できる体制はどうなっているのでしょう。 

 真下紀子議員は、15日、旭川市の指定福祉避

難所に指定されている重度障がい児支援施設

「花色」を市議団とともに訪ね、直接お話を

伺ってきました。 
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 2月7日～9日、地方路線問題調査特別委員会の視察に同行しました。

ＪＲ貨物、ＪＲ東日本、ＪＲ東日本クロスステーション、ひたちなか海

浜鉄道を視察しました。 

 最初の視察先はＪＲ貨物隅田駅です。道外からの輸送は宅配便が多

く、道内からは紙や農産品・水産物が送られています。真下議員は相互

の輸送量の違いについて質問。量の違いが大きく、道内からコンテナを

空にして運行となる問題解決が課題とのことです。また、旭川など終着

となる駅からのトラック輸送ドライバーの確保が課題となっています。  

（改選後の32期、２議席となった日本共産党道議団は、地方路線問題調査特別委員

会の委員配分を得られませんでした。委員外議員として参加を要請し、理事会の同

意を得て委員会出席を許可されています。視察調査は委員長の許可を得て同行。費

用は議会費ではなく、政務活動費で参加しました） 

 道議団は、北海道単位化された国民健康保険の今

後について考えるセミナー「どうなる国民健康保

険」を開催。講師に北海道生活と健康守る会の三浦

誠一会長を迎え、真下議員がこれまでの議会での取

組と現状を報告しました。約60人が参加しました。 

 道は、地域の医療水準にかかわらず、国保料の標

準化と赤字解消を求めています。財源負担を国が増

やさないため、道内の多くの市町村で保険料の引き

上げが続いています。 

 市町村が保険料負担を軽くするために行ってきた

一般会計からの繰り入れや、市町村独自の減額免除

制度も道はなくそうとしています。地方自治に介入

し、負担を増やすばかりの国保の改善が必要です。

本来の国保へ、これからもとりくみます。 

 第三セクターで経営する茨城

県ひたちなか海浜鉄道を視察。 

茨城交通から湊線を引き継いで

ひたちなか市と茨城交通が出資

して経営する第三セクター方式

の鉄道事業者です。  

 乗客確保のためにデザインに

も工夫し、地元産業の那珂湊魚市場への誘客も行っ

ています。市場は地元の買い物客だけではなく観光

バスも訪れるほど活気があります。通学生の足とし

ての利用を確保、新幹線にも乗り継ぎできる好条件

です。地元応援団が知恵を出し、鉄道会社に提案、

それに答える好循環ができています。 

 「鉄道を楽しみながら儲けることができる、鉄道

会社に要望してやってみる」と説明を受けました。

今後国営ひたち海浜公園までの延伸も計画中で、年

間輸送人員を70万人から100万人に回復させた取組

は驚異的です。北海道とは圏域の人口や条件は違い

ますが、鉄道会社が利用者である

住民意見をとりいれる柔軟さと、

先を見据えた

行動力が地域

鉄道を支えて

いました。 


